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　今後の超高齢社会の到来に鑑み、金額の見直しや事業の継続も含めて、引き続き適正な
実施方法を検討する必要がある。

6,054,000
15

見込値

867,000

【生きがいづくりと社会参加の促進】
事業実績と見込み
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老人クラブ連合会補助金

　単位老人クラブが実施する活動を全地域的に、より充実
向上させるために、市全体の立場から指導啓発を兼ねて、
活動の実施、運営等に要する経費の一部を補助することに
より、高齢者福祉の増進を図る。

事業費（円）

平成24年度

2,956,800

54
2,110,080

2,851,200
2,034,720

実績値

329,185
2,461

老人クラブ活動強化推進事業

50

見込値

　老人クラブ助成事業は、単位老人クラブの自主的な活動
の育成や団体運営の円滑化を図るため補助金を交付し、
高齢者の生きがいづくりを推進している。
  老人クラブ活動強化推進事業は、老人クラブの自主的な
活動の育成、団体運営の円滑化を図り、生きがいづくりを
推進するため、老人クラブが行う社会奉仕活動、教養活
動、健康増進事業等に対し、補助金を交付している。

会員数

助成クラブ数

老人クラブ活動強化
推進事業費（円）

老人クラブ助成事業費（円）

延受講者数

平成26年度

1,884,000

平成26年度

335,000

1,094,000

平成25年度

2,364,000

平成25年度

実績値

2,874 2,705
338,818

56

平成24年度

平成25年度

2,729

739,554

平成25年度平成24年度
実績値

平成24年度

10

平成26年度

2,800

20

老人講座開設事業（千寿園）
987,000事業費（円）

見込値
平成26年度平成25年度

老人福祉センター利用促進事業

平成24年度

5,013,519

251
平成25年度

9,073,300事業費（円）

白寿

　老人福祉センター千寿園は、高齢者の趣味・知識・教養の向上やレクリエーション等を通し
て相互交流の場を提供し、高齢者の生きがいづくりや老人福祉の向上に寄与する施設であ
るが、休止中の講座もあり、新たな受講者の確保に努める必要がある。

　老人福祉センターは健康の増進、教養の向上、レクリ
エーション等の便宜を総合的に供与し、老人福祉の向上を
図る施設である。市内には万寿園と千寿園の2施設がある
が、老人福祉センター千寿園では教養講座を開催し、高齢
者の生きがいづくりや交流を図っている。

640,444事業費（円）

米寿

実績値

見込値

194
15

4,354
990,960

4,414

　地域の絆を強化し、各地域の特色を活かした敬老行事として、各地区まちづくり連絡（推
進）協議会が主体となって実施しており、地域ごとの趣向を凝らした行事内容が好評である。
今後も、各地区と連携を図りながら、敬老会の充実のみならず、地域力の向上も併せて取り
組んでいく。

8,798,885

見込値

平成26年度

延助成クラブ数

4,500

1,300

　老人福祉センター万寿園を使用する老人クラブに対し、交
通費を補助することにより、老人クラブ会員による利用促進
を図るほか、赤穂温泉による入浴サービスを行うことによ
り、高齢者の生きがいづくりや交流の場づくりを推進する。

延入浴者数 1,258
4 7

1,220

　老人福祉センター万寿園は高齢者の健康増進やレクリエーション等による相互交流の場と
して提供している施設である。この事業は、老人クラブ会員相互の親睦や老人クラブの活動
を支援するほか、施設利用を促進し、高齢者の健康増進やレクリエーション等による相互交
流の場を提供しており、引き続き老人福祉センターの利用促進を図っていく。

敬老長寿ふれあい事業

敬老祝金

事業費（円）

　敬老祝金として、米寿（88歳）を迎えた人に20,000円、白
寿（99歳）を迎えた人には30,000円を交付する。また、市内
の男女各最高齢者には50,000円、最高齢夫婦には夫婦併
せて50,000円を交付する。

　70歳以上のひとり暮らしの高齢者を対象にお花見会、75
歳以上の高齢者を対象に敬老会を開催している。多年に
わたり地域社会の発展に寄与された高齢者を敬愛し、長寿
を祝福すると共に地域住民の協力を得ながら高齢者を見
守り支え合う関係性の場ともなるよう事業を実施している。

9,420,000

平成26年度

2,416

実績値

220

4,644,228

参加者数

　老人クラブでは、「健康・友愛・奉仕」の３つの原則を軸に、高齢者が自らの生活を豊かにす
る健康づくり、趣味やレクリエーションなどの個人的分野から、地域を豊かにする友愛訪問、
清掃奉仕、伝承活動などの社会的な分野まで、多岐に及ぶ活動を行っている。また、クラブ
の活動を通じて、お互いに仲間づくりをし、孤立することなく、地域で支えあう基盤を形成して
いる。現在、老人クラブの加入者数は年々減少傾向にあるが、若手委員会（ヤングシニア部
会）を設置し、新たな活動も行っており、地域でできる身近な介護予防活動を充実させ、活動
の活性化と新たな魅力づくりに取り組むことにより、新規会員の加入を促進する。

　老人クラブの加入者数は年々減少傾向にあるが、その反面、地域では高齢者が長年培っ
てきた知識や経験を活かした社会活動への期待が高まってきており、地域社会における老
人クラブの活動の充実が鍵を握っている。現在、会員が地域のひとり暮らし老人や寝たきり
老人などの家庭を訪問し、身の上相談や日常生活を支援する「友愛訪問」活動や、女性部会
による老健施設訪問などのボランティア活動を積極的に実施しており、地域でできる身近な
社会奉仕活動を充実させることで、新規会員の加入を促進する。
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事業内容 事業評価と課題

技術 0.1

技能 15.0

事務 0.3

管理 17.1

折衝外交 1.8

一般作業 63.5

サービス 2.2

計 100.0

事業内容 事業評価と課題
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8
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高齢者大学への参加

　超高齢社会を迎えて、高齢者のみならず市民一人ひとり
の生きがいづくりや自己実現の場として、生涯学習の重要
性が増大している。
　本市では、各地区に設置された公民館を拠点に、幅広い
テーマによる高齢者大学や千種川カレッジが開設されてい
る。高齢者大学等は、高齢社会に即応した教養や知識を身
につけながら、余暇を利用したクラブ活動を通じて、仲間づ
くり、生きがいづくり及び地域活動のリーダー養成に取り組
むとともに、理念とする健康で心豊かな生活を送るための
取り組みを進めている。

生涯スポーツの推進

　本市では、スポーツ活動を推進する施策として、市民の誰
もが、いつでも、どこでも、いつまでもスポーツに親しむこと
ができる「スポーツ先進都市」の実現を目指して取り組んで
いる。
　またソフト面でも、赤穂市スポーツ推進計画に基づく生涯
スポーツ社会の実現に向けて、「赤穂シティマラソン」をはじ
め、各地区体育館を拠点に小学校区毎に行われている「ス
ポーツクラブ21」の取り組みから、太極拳などの有志による
自主的な活動に至るまで、市内の各地で、あらゆる世代の
愛好者によるスポーツ活動が盛んに行われている。
　こうした中、高齢者の活動として、老人クラブや高齢者大
学で開催されている「グラウンドゴルフ大会」や「ゲートボー
ル大会」、老人クラブのヤングシニア部が主催している
「ウォークラリー大会」、さらには、ユニバーサルスポーツを
実体験し、老人クラブの今後の活動に活かす取り組みなど
も積極的に行っている。

37.3%

平成24年度 平成25年度 平成26年度

9,4578,860
3,042

受診率 35.2%

実績値

3,330

学生数の推移

323

43
平成26年度

3,530
9,459

43

316

平成25年度

千種川カレッジ 827

34.3%

平成26年度

266
842
1,108

　集団健診にて特定健康診査未受診者に対しては、個別医療機関で特定健康診査が受診
できるよう電話、訪問等により受診勧奨を行い、受診率向上に向けた取り組みを実施し、微
増ではあるが、受診率の向上に効果があった。

健
康
診
査

受診数

見込値

1,143合計

高齢者大学

1,162

　生涯学習の機会は、単に知識や教養を身につけるためだけの場ではなく、市民一人ひとり
の生きがいづくりの場であると言える。
　多様化するニーズに応じた学習が行えるよう、学習機会や活動の場の提供について、一層
充実させることが求められます。今後も引き続き、高齢者大学の活動について、PRと講座の
充実を図るとともに、高齢者人口の増加やニーズの多様化に応じた講座の開設を図る。
　それと共に、ボランティア活動を積極的に推進し、学校単位、クラブ単位、有志による「福祉
施設への慰問活動」に取り組んだり、「小学生との合同講座」を実施し、地域のまちづくり活
動に参加するなど、青少年健全育成と地域のコミュニティづくりにも貢献したいと考えている。

　今後も、スポーツによる健康づくりや体力づくりはもとより、仲間づくりを通して、老後の生活
を豊かにするための生きがいづくりにつなげることで、活力ある元気な高齢社会の実現に取
り組んでいきます。

839

平成24年度 平成25年度

　平成25年度末の会員数は男性528人、女性198人、計726人であり、粗入会率（対60歳以上
人口比）は4.1％となっている。
　高年齢者を取巻く社会経済情勢が大きく変化している中で、入会者の高齢化、入会者数の
減少が予想されており、健康で働く意欲のある高齢者数の入会の促進が課題となっている。

ボランティア活動の支援

シルバー人材センターの充実

　赤穂市シルバー人材センターは、定年退職者等の高年齢
者が、働くことを通して社会に参加し、生きがいの充実を図
ることができるよう、就業の機会を確保し、また、高年齢者
の豊かな知識と経験を活かし、活力ある地域社会づくりに
寄与するために昭和62年に設立されている。

実績値 見込値

ボランティアグループ（団体数） 43

　本市においても多くの人が活動に参加しており、平成23年度にボランティアセンターに登録
しているボランティアグループは43団体で、社会福祉協議会内のボランティアセンター及び赤
穂ボランティア協会との協働のもと、個々のボランティアグループ活動の活性化と継続実施
を支援するほか、グループ間の交流を図っている。

職群

 地域におけるボランティア活動は、住民が地域活動に主体
的に参加する手段であり、社会貢献や自己啓発活動の側
面もあり、益々注目度が高まっている。また、地域力を高
め、ネットワーク体制を構築するためにも欠かせない活動で
あるため、本市の福祉活動において大きな力となっている。

平成24年度

3,217

66

4,976

特定健康診査

79

就業延人員

（人）

契約金額

（円）

　特定健康診査は、40歳から74歳までの赤穂市国民健康
保険に加入している者を対象に実施内臓脂肪症候群（メタ
ボリックシンドローム）の要因となっている生活習慣を改善
させ、高血圧や高脂血症、糖尿病などの有病者・予備群を
減少させることを目的として実施している健診である。
また特定健診受診項目に腎機能検査を追加し、腎臓病の
予防に努めている。

対象者数

【健康づくりの推進】

【生きがいづくりと社会参加の促進】
事業実績と見込み

事業実績と見込み

1,214

96

303

比率

（％

34

5,098

352

8,883

2,073

49,555

1,010

67,005

186,276

51,316,067

1,108,581

58,619,239

6,269,895

217,244,262

7,509,809

342,254,129

契約件数

（件）

1

2



事業内容 事業評価と課題

12

13

14

4,075
24.2% 24.1%

4,028

見込値

4,040

実績値
平成24年度

平成26年度

5,749

16,686 16,686

実績値
平成24年度 平成25年度

24.3%

平成26年度

5,749

24.0%

実績値
平成25年度

16,686
平成24年度

2,211

平成25年度

見込値

3,657

　地域での健康づくり団体を養成していく目的で、５人以上の団体を対象とした健康寺子屋事
業を実施している。

2,285
受診率 13.7%

「肺がん」

対象者数 16,686

実績値

「胃がん」

対象者数

12.8%13.3%

平成26年度

2,137

「大腸がん」

16,686

4,176

平成25年度

平成24年度 平成25年度

16,686

見込値
平成26年度

10,571

平成26年度

3,350
35

　年々、健康相談実績は増加しており、また、健康相談員による地区別健康相談、地域に身
近で、市民が参加しやすい仕組みとして、市民の健康づくりに役立っている。
また保健センターで随時実施している保健師・栄養士健康相談も件数が増加しており、好評
である。

見込値

3,000

3,385

健
康
診
査

【健康づくりの推進】

受診数

5,749

受診率

実績値

受診率

16,686 16,686

受診率 21.9%

受診数

23.8%

「前立腺がん」

3,979

対象者数

28.4%

24.6% 27.0%

見込値

受診数

12,886 12,886
受診数 2,816 3,218

受診率 24.4%

2,856

25.0%

2,821

平成25年度

平成26年度

1,413

12,886

見込値

1,370 1,398
24.6%

対象者数

対象者数 16,686
4,007

見込値

25.0%

見込値
平成24年度

23.8%

3,670

4,850

実績値 見込値

2,973

平成26年度

2,422

26.7%

平成24年度

計

2,990
面接相談 670

「乳がん」 実績値
平成24年度

2,601受診数
対象者数 10,571 10,571

延参加人数 4,574

平成25年度

受診率

4,794
383

実績値

646
電話相談

平成26年度

平成25年度

26
電話相談

平成24年度 平成25年度
健康相談員 実績値

3,320

　健康相談を行うことにより、市民の健康づくりへの啓蒙・
啓発、及び疾病の早期発見・早期治療に結び付け、健康の
保持増進を図る。 平成24年度

保健センター

（保健師・栄養士）

計
35

3,285

健康相談

3,328

　40歳以上の者を対象に、運動・栄養等の内容を取り入れ
た健康教育（健康チェック事業）を各地区集会所や公民館
等で実施している。
　また地域で、自主的に健康づくり活動ができる団体の育
成（も実施している。健康教育

3,636

開催回数

平成26年度

345 390

3,354
面接相談

551

「子宮がん」

　胃がん・肺がん・大腸がん・前立腺がん検診については、集団健診と同時にがん検診を実
施していており、受診しやすい環境づくりを行っている。
子宮がん・乳がん検診については、市内医療機関において検診を実施している。特定の年
齢の者に対し、無料クーポン券の配布を行い、受診率の向上に努めているが、無料クーポン
券の利用率が低いため今後も利用勧奨に努めていく必要がある。

　がんの早期発見・早期治療により、がん死亡者数を低減
させることを目的として、胃がん、肺がん、大腸がん検診、
前立腺がん検診を地区公民館等で実施し、子宮がんと乳
がんについては指定医療機関で実施している。
　大腸がん検診、子宮がん検診及び乳がん検診について
は、特定の年齢の者に対し、無料クーポン券を配布し、受
診率の向上に努めている。
　子宮がん検診については、平成２５年度よりＨＰＶ検査（子
宮頸がんの原因になるヒトパピローマウイルスの感染の有
無）を実施している。

がん検診

受診数

事業実績と見込み
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事業内容 事業評価と課題

18

19

20

21

22

15

16

17

（
介
護
予
防
事
業

）

一
次
予
防
事
業

平成24年度

190,997169,190

事業費（円）

平成25年度

・赤穂ピンしゃん教室
老人クラブ数の減少、会員数の減少、高齢化に伴い参加者数が減少している。
集会所で行うので、身近な場所で行えることから、普段は外出しにくい者も参加できる機会と
なっている。

10
平成24年度

見込値
　各地区において、高齢者の転倒骨折を予防する体操や知識の指導を行っている。転倒予
防の知識の習得や自宅でも出来る転倒予防体操等を指導し、高齢者の転倒予防に貢献して
いる。

10

38,818

実績値

平成24年度 平成25年度

延参加者数 566 559
平成26年度

実績値

542

平成25年度

赤穂ﾋﾟﾝしゃん運動事業
（健康教育部門）

生きがいデイサービス
（貯筋体操）

　高齢者の社会的孤立感を解消し、生活機能の継続・向上
を図るため、老人福祉センター万寿園の利用者に対し、健
康体操、認知症予防プログラムの実施など、年間を通じて
毎月２回、定期的な介護予防事業を実施する。

　転倒骨折予防教室

　高齢者の医療事故の中でも、発生の頻度が高い転倒事
故について、各地区の在宅介護支援センターが、地域の高
齢者等を対象に、教室を実施している。年2回開催し、介護
予防の普及啓発を行う。

実績値

300,000

10
300,000

延開催回数 10

実績値

689 862

平成２３年度より平成２６年度までの４年間の計画で、従来の訪問活動に加え、６５歳以上の
要介護認定をもたない２５００人を対象に基本チェックリストを主とするアンケート調査を実
施。（要介護者を除く６５歳以上人口を約10,000人と見込み、4年間で一巡できると予測）。本
事業により、６５歳以上の人に対し、基本チェックリストの実施機会も増加し、二次予防事業
対象者の早期把握と早期対応が可能となった。今後は、これまでのデータ結果から、二次予
防事業対象者出現率の高くなる75歳以上の後期高齢者にターゲットを絞り、事業の展開を検
討したい。

 一次予防事業として、生きがいデイサービス利用者に対し実施している。介護予防について
の総合的な取り組みとして実施しているため、参加者に好評である。今後、介護予防に効果
のあるプログラムを検討し、積極的に取り入れていくことが必要である。

　年々、高齢者やその家族の関心が高まっている認知症について、認知症を正しく理解する
知識の習得や、自宅でも出来る予防対策等を指導している。また、認知症の人に対する対応
についても学習でき、広報・啓発にも貢献している。

見込値

1,236,000

2,860

平成26年度

　地域における自主的な介護予防の推進を図るためには、介護予防リーダーの養成は重要
である。民生委員、いきいきサロン主催者などに参加を呼びかけ、地域における自主的な介
護予防活動が展開できりよう今後も事業を展開していく必要がある。平成26年度

見込値
平成26年度

6
143,000

96

300,000 300,000

実績値

延参加者数 27 40

事業費（円）

赤穂ﾋﾟﾝしゃん運動事業
（養成部門）

　介護予防に取り組むためのリーダーを養成し、地域の自
主的な介護予防の推進を図っている。

2,000

　各地区の在宅介護支援センターが、地域の高齢者を対象
に、認知症に関する学習会や認知症予防体操教室を年2
回開催し、認知症予防の普及・啓発に取り組む。

見込値

300,000
10

　運動機能の低下がみられる二次予防事業対象者に、マ
シンを使った個別プログラムや体操を実施し、転倒骨折防
止ならびに加齢に伴う運動器の機能低下予防・向上に取り
組んでいる。

介護予防訪問事業

　通所型による介護予防事業への参加が困難な二次予防
事業対象者に対し、保健師等が訪問して生活機能の向上
に関する相談・指導を実施している。 平成24年度

コツ骨筋力向上
トレーニング教室

1,040,991

実施件数

　65歳以上の高齢者を対象に、訪問活動等で実施する基
本チェックリストの結果により、要介護状態となる可能性の
高い高齢者を把握している。そして、二次予防事業を含む
介護予防事業や介護予防ケアマネジメント事業に連動させ
ている。

（
介
護
予
防
事
業

）

二
次
予
防
事
業

二次予防事業対象者把握事業
平成25年度

2,750

事業費（円）

認知症予防教室

2,859

延参加者数

1
平成25年度

【地域支援事業の充実】

延訪問者数

事業実績と見込み

事業費（円）

見込値

延開催回数

平成24年度 平成26年度

平成25年度 平成26年度

実績値 見込値

2,229,0001,687,500

実績値

事業費（円）

93 94実施回数

8
4,000

平成24年度

事業費（円） 2,000

見込値
平成26年度

300,000

970,000

実績値
平成24年度

平成24年度

・赤穂ピンしゃん体操教室
年１回、老人クラブ会員を対象に各地区集会所において転
倒予防体操や健康教育を行い、高齢になっても元気で活動
的な生活を送れるよう支援する。平成24年度から年１回実
施（23年度までは年2回実施）

見込値

平成25年度

940,000

30
ー

通所での事業参加が困難な対象者への対応として本事業を実施している。平成２４年度よ
り、閉じこもり予防事業を統合し、事業実施しているが、被訪問者数の顕著な伸びはみられな
い。今後は、総合事業との兼ね合いも含め、通所型介護予防事業終了後のきめ細やかな個
別指導として必要者に適切な個別指導を行う必要がある。

平成26年度

通所型事業として、運動器の機能向上に取り組んでいる。二次予防事業把握事業の拡充に
伴い、対象者も増加し、参加者の増加に結びついている。今後は、総合事業との兼ね合いも
含め、教室終了後の受け皿として住民主体の自主活動として行う運動機会の確保などの対
策が必要と思われる。

10
平成25年度

事業費（円） 930,000

200,000

2,774,000

980
1,191,906

事業費（円）

4
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23

24

25

26

27

28

29

30

　各地区の在宅介護支援センターが、地域の要援護者を介
護している家族等を対象に、介護方法等についての指導や
助言を行う教室を開催し、家族の介護支援を行う。

【地域支援事業の充実】

平成25年度
実績値

実績値 見込値
平成24年度 平成25年度

　事業開始間もないこともあり、登録者数・延活動回数も増加傾向にある。高齢者の健康増
進、介護予防に資するため、高齢者数が増加するに伴い登録者増に努める必要がある。

介護支援ボランティアポイ
ント

制度事業

　高齢者が介護保険施設等でボランティア活動を行い、自
身の健康増進と介護予防を図る。また、地域や人とのつな
がりを深め、地域社会づくりを推進する。
　市が指定する受入機関で、市が認めたボランティア内容
の活動を行った場合に、１時間につき、100ポイント付与し
（１日200Ｐまで）、当該者の申出により、ポイントを換金した
交付金（上限5,000円）を付与する。

2,228

情報提供事業

　高齢者の在宅福祉サービスに関する情報提供リーフレッ
トを作成・配布し、情報を広く市民に提供する。

事業費（円） 187,950

実績値

平成24年度

　多様な高齢者サービスについて、広く情報を周知することは、とても重要な事である。高齢
者が分かりやすく制度を理解するために、読みやすいリーフレットを作成し、高齢者サービス
の利用促進に貢献している。平成26年度

家族介護教室

　ねたきり（６ヶ月以上常時臥床状態にある方）でオムツの
使用が必要であると判断された市内に居住するねたきりの
高齢者で、低所得世帯に属する人を対象に、１日あたり４
組を限度として紙おむつを支給する。

介護予防ケアマネジメント事業

平成26年度

6 10

作成部数

一
次
予
防
事
業

（
介
護
予
防
事
業

）

実績値 見込値
平成24年度 平成25年度

包
括
的
支
援
事
業

件数

731,880

7延開催回数

実績値

平成24年度

平成25年度

平成24年度

3,567
平成26年度

平成26年度

延活動回数

1,000
238,000

3,522

実績値

508,640

平成25年度

平成26年度

180,000 300,000事業費（円） 210,000

平成26年度

包括的・継続的
ケアマネジメント支援事業

　高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けられるよう、介護
支援専門員、医療機関、関係機関等との連携、在宅と施設
との連携など、個々の高齢者を支援する様々な職種や機
関等連携を支援し、高齢者の状況や変化に応じたフォロー
アップに取り組んでいる。また、地域の介護支援専門員等
の相談対応や情報提供を実施している。

平成25年度

平成24年度

　高齢者が要介護状態になることを防ぎ（発生を予防す
る）、要介護状態となっても状態が悪化しないようにする（維
持・改善を図る）ため、二次予防事業対象者等の要介護状
態となる可能性の高い高齢者や要支援１または２と認定さ
れた人に対し、介護予防に関する事業やサービス等の紹
介・利用の支援やケアプランを作成している。

総合相談支援・権利擁護事業

　高齢となっても住み慣れた地域で安心してその人らしい
尊厳のある生活が維持できるよう、訪問活動等により、
様々な内容の相談を受けている。そして、その人の心身状
況や生活の実態等を把握し、適切な保健・医療・福祉サー
ビス、機関または制度・事業の紹介・利用につなげる等の
調整や支援を行っている。また、成年後見制度の紹介、虐
待への対応等、高齢者の権利擁護に関する相談を受け、
支援を行っている。

見込値

平成24年度

48 64

117,600

平成25年度

3,799

700 1500

70

　対象者数の増加に伴い、サービス等の紹介・利用の支援やケアプランの作成件数が増加
している。
　今後も高齢者数の増加に伴い、対象者数の増加が見込まれるため、より適切なサービス
等の利用の支援やケアプラン作成に努める必要がある。

　高齢者数の増加に伴い、相談件数は増加している。また、家庭環境等の高齢者を取り巻く
環境の変化等により、相談者や相談内容は多種多様であり、高齢者や家族と様々な機関と
の調整を図っている。
　今後も相談件数の増加が見込まれるため、相談対応等の支援の充実が求められるものと
考えられる。

 介護給付適正化計画に基づき適正化事業を実施。
①要介護認定の適正化：遠隔地を除くすべての認定調査を市の調査員が行っている。調査
員の質の向上を図るため市主催の調査員研修を実施。
②ケアマメジメント等の適正化：ケアプランチェックの実施
③介護相談員派遣事業：市内の介護保険施設、デイサービス、グループホーム、小規模多
機能型居宅介護事業所に相談員を派遣。
④国保連合会の介護給付費適正化システムの活用
⑤介護給付費通知：年３回実施
 課題：知識やスキルを持つ人材確保が困難であり、効果的・効率的に行うことができない。

平成26年度

1,201

実績値

955 1,250

  会議等を通じ、高齢者支援に関係する様々な職種や機関との連携を行っている。また、支
援困難な事例も年々増加しており、介護支援専門員からの相談対応等の後方支援を行って
いる。
　認知症高齢者の増加、一人暮らしや高齢世帯数の増加等、高齢者の生活状況が多様化し
ているため、今後も引き続き個々の高齢者がその人らしい自立した生活をおくることができる
ように、その人の生活全体を包括的・継続的に支えていくことが重要と考えられる。

69 108

 利用者数は増加傾向にあるが、上記の高齢者を介護する家族にとって、日々の紙おむつに
かかる費用は大きな負担であり、今後も引続き必要性の高い事業と思われる。

1,183,000

見込値

見込値

4,100

見込値

 要介護認定者が増加する中で、家族に対する介護負担の軽減は重要な施策の一つであ
る。介護についての正しい知識や理解を指導・助言することで、家族の負担を減らし、家族の
介護支援に貢献している。

任
意
事
業

3,850
事業費（円） 1,190,300 1,306,200 1,610,000

　不正な給付の削減や適切なサービスを確保することによ
り、介護保険の信頼性を高め、介護給付費や介護保険料
の増大を抑制することにつながり、持続可能な介護保険制
度の構築を図っている。

相談件数

事業費（円）
延利用者数 38

ケアプラン作成件数

介護給付費等費用適正化事業

事業実績と見込み

ねたきり老人紙おむつ支給

見込値

5
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事業内容 事業評価と課題

35

36

37

38

39

40

31

32

33

34

　市内に住む70歳以上のひとり暮らし高齢者や、75歳以上
の高齢者世帯で、心身障害及び傷病等の理由により日常
の食事の調理が困難な高齢者を対象に、バランスの取れ
た食事提供による健康保持と安否確認を実施する。

参加者数
延開催回数
事業費（円）

介護保険住宅改修理由書
作成支援事業

3 2

見込値

 認知症高齢者の増加も予測されることから、市民の認知症に関する関心は高まると予想さ
れるため、認知症サポーター養成講座を積極的に開催し、認知症サポーターを増やしていく
必要がある。今後はさらに、関係機関と連携のもと実施後のフォローアップに努め、実際にイ
ンフォーマルな社会資源としてサポーターが活動の場を増やし、認知症の人や家族を支援で
きるよう施策の展開を図っていく。

 食の自立支援からの健康保持及び介護予防を図るとともに、給食業者による配達時の安否
確認も行っている。高齢者の健康保持・介護予防の観点から、低栄養予防の効果も高く、ま
た安否確認により高齢者及びその家族の安心を支えるサービスとして実施されている。

平成25年度 平成26年度

平成24年度 平成25年度

935,635 938,625 1,323,000

介護相談員派遣事業

 利用者と事業者の橋渡し役として、介護相談員がサービス
提供事業所や施設を訪問し、高齢者の日常生活における
相談に応じたり、サービスに対する不満や要望等を確認し
たり、その内容を事業者に伝えることで、介護サービスの質
の確保及び向上を図る。

21

事業費（円） 3,080,000
576

認知症サポーター養成講座

　認知症に対する正しい知識を市民に理解いただくことで、
認知症高齢者やその家族に対する偏見や不安を取り除
き、地域全体で認知症高齢者を見守る支える社会づくりを
目指して取り組んでいる。

事業費（円） 880

42,000

事業費（円）

34,000

見込値

160

平成24年度
実績値

平成24年度 平成25年度
実績値

見込値

事業費（円）

　徘徊のみられる認知症高齢者の事故防止を図るととも
に、家族が安心して介護できる環境を整備するため、徘徊
高齢者が行方不明になった場合、ＧＰＳを利用して早期に
高齢者の位置を検索するサービスについて、費用の一部を
負担する。

徘徊高齢者家族支援サービス
平成26年度

6
49,000

平成26年度

24

 徘徊高齢者の早期発見による事故の未然防止及び家族の身体的、精神的負担の軽減を
図っており、今後、認知症高齢者の増加も予測されることから、引き続き事業を実施する。

 適正な住宅改修のためケアマネージャーが作成する理由書は必要なものであるため今後も
継続実施が必要である。

平成25年度

17

平成25年度 平成26年度

478 540

調理器２台,電話１台

【住み慣れた在宅生活への支援】

利用者数

2,083,750

延派遣回数 385

6,849,189

80

平成25年度 平成26年度

平成26年度

427

実績値
平成24年度

平成24年度

2,456,500

　おおむね65歳以上のひとり暮らしの高齢者や寝たきりの
高齢者がいる世帯に対し、日常生活に必要な品物の貸与
や給付を行い、安全で快適な生活を支援する。

高齢者住宅改造助成事業

事業費（円）

助成件数
事業費（円）

延利用者数

利用者数（３月末時点）

433

平成25年度

8

　要介護（要支援）認定を受けた高齢者が、住みなれた住
宅で安心してすこやかな生活を送れるよう住宅を改造する
場合に、その改造費用の一部を助成する事業。

　介護保険居宅介護住宅改修費支給申請に必要なケアマ
ネージャーの理由書作成に係る手数料を支給している。

見込値

見込値

平成26年度

実績値

12
149,000

 ひとり暮らし老人や寝たきりの方への日常生活の安全と防火対策の面から、必要な事業で
ある。

0

 介護保険の対象となる改修工事と合わせて、浴室や洗面所、玄関などの改造を行う場合
に、必要な経費のうち100万円を限度として助成を行ってきました。身体機能が低下した高齢
者が、住み慣れた住宅で安心して生活するためには必要な事業であり、効果をあげている。

0

平成24年度
実績値

老人日常生活用具給付等事業

助成件数
事業費（円） 9,970,000

21 33 40

【地域支援事業の充実】

48,000

見込値

6,923,606
346

平成25年度

事業実績と見込み

356

平成26年度

平成24年度

任
意
事
業

平成24年度

264
6

実績値

平成25年度

事業実績と見込み

件数 0

実績値 見込値
平成24年度

75,000

80,335 78,108

516

実績値

5,242,420

家族介護慰労金

　認知症やねたきりの高齢者を居宅で常時介護しており、
過去1年間介護保険サービスを利用しなかったとき、介護
者に対して介護慰労金を支給している。

 要介護認定で要介護状態が要介護４又は５に認定されている者で低所得世帯（市民税非課
税世帯）に属する人を介護している家族の方に慰労金を支給するもの。また、対象が過去1
年間介護保険のサービスを利用されなかった場合に限るため、介護保険制度の定着及び
サービスの充実に伴い、対象者数は減少傾向にある。

実績値 見込値

380

468

 高齢者のサービス等に対する相談相手として重要な事業となっているため、今後も引き続き
事業所への派遣を行うとともに、介護相談員の相談技術の向上に取り組む必要がある。

7,551,000

見込値

緊急通報システム
（安心見守りコール）事業

　安心センターと直接つながるワンタッチ式の通報機を設
置することにより、ひとり暮らしで援護を要する高齢者の緊
急対応（消防への救急要請、近隣協力員・民生委員等の駆
け付け）や、平時における健康相談等を実施し、日常生活
における安全と安心を確保する。

554,000

7,613,000

自立支援配食サービス

あんしん見守りキーホル
ダー登録事業

個人を識別する番号と連絡先を記したキーホルダー等を交
付し、キーホルダー等を携行した高齢者が、外出先の緊急
時の通報や照会があった場合、登録された緊急連絡先に
連絡し、緊急時に速やかな対応を行う。

 今後、認知症高齢者を含む要介護高齢者の増加も予測されることから、外出時の事故や認
知症高齢者の徘徊等による行方不明高齢者問題にも対応できるものと考える。今後も、赤穂
警察署など関係機関と連携のもと緊急時の対応が速やかにできるように努めたい。

実績値 見込値
平成24年度 平成25年度 平成26年度

登録件数 - - 250
事業費（円） - -

平成26年度

支給対象者数 1

設置件数も増加しており、高齢者が安心して在宅で生活できるよう支援するための事業とし
て、多くの高齢者に利用されている。

1 2
事業費（円） 100,000 100,000 200,000
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事業内容 事業評価と課題

事業内容 事業評価と課題

41

42

43

44

45

46

47

48

事業実績と見込み

事業費（円） 170,000

ひとり暮らし老人等
火災警報器購入助成事業

事業費（円） 33,800 81,815 75,000

　利用者と事業者間の調整を図ることにより介護サービス事業者の質の向上につながるた
め、引き続き苦情等を適正に受け止めることができるよう適切な苦情相談への対応体制の
充実必要である。

平成26年度

　消防法及び赤穂市火災予防条例の規定による平成23年
5月31日までの住宅用火災警報器設置義務化に鑑み、75
歳以上のひとり暮らし老人及び高齢者世帯を対象に、住宅
用火災警報器の購入にかかる経費を助成する事業。

給食サービス

平成25年度

　社会福祉協議会が実施主体となって、７２歳以上のひとり
暮らし老人や７７歳以上の高齢者世帯等を対象に、地域福
祉連絡会とボランティア等の協力により、在宅福祉サービ
スの一環として、市内９地区に分かれ、各地区が年８～１０
回手作りの食事を配食している。
（対象年齢は平成２６年度のものであり、対象者の年齢に
ついては、１年ごとに引き上げを行い、平成２９年度には７
５歳以上のひとり暮らし老人と８０歳以上の高齢者世帯等
が対象者となる）

85

3113

6,920

4,500,000

平成26年度

事業実績と見込み

平成26年度

170,000

見込値

平成26年度
見込値

30

2,880

延配食回数

　介護保険の対象にはならないが、日常生活に支障がある
65歳以上のひとり暮らし高齢者又は高齢者だけの世帯を
対象に、赤穂市ホームケアセンターにヘルパー派遣を依頼
し、利用料金の一部を助成する。 142 108 144

事業費（円） 2,802,017

　ねたきり・認知症・重度の障害のある者の介護者が組織
する「介護者の会」に補助金を交付することにより、会が行
う様々な援助活動を支援し、その活動を通して、在宅介護
における介護者の精神的・身体的負担の軽減を図ってい
る。

延利用者数

実績値
平成24年度

平成24年度
実績値

実利用者数 6,988

1,9692,275

 ひとり暮らし世帯や、高齢者世帯に対する見守りが重要であることからも、事業の必要性は
大きい。定期的な配食による安否確認で、ひとり暮らし高齢者の側面的な支援の充実を図っ
ている。

170,000

2,554,372

利用者の苦情・相談への対応

介護給付費等費用適正化事業

84

平成25年度

助成件数

83

　住民にとって最も身近な存在である市の窓口で苦情を受
け止め、利用者が気軽に苦情が言える体制を整え、苦情の
深刻化、蔓延化を防ぐとともに、介護ニーズの分析や苦情
の吸い上げを行っている。

実績値 見込値

平成25年度 平成26年度

実利用者数

3,060,000

ホームヘルプサービスの充実

　住宅用火災警報器設置義務化は平成23年5月31日までが期限となっており、既に超過して
いるが、引き続き未設置の高齢者世帯に対し、助成制度を利用した設置の促進を図ってい
く。

【住み慣れた在宅生活への支援】

 介護給付適正化計画に基づき適正化事業を実施。
①要介護認定の適正化：遠隔地を除くすべての認定調査を市の調査員が行っている。調査
員の質の向上を図るため市主催の調査員研修を実施。
②ケアマメジメント等の適正化：ケアプランチェックの実施
③介護相談員派遣事業：市内の介護保険施設、デイサービス、グループホーム、小規模多
機能型居宅介護事業所に相談員を派遣。
④国保連合会の介護給付費適正化システムの活用
⑤介護給付費通知：年３回実施
課題：知識やスキルを持つ人材確保が困難であり、効果的・効率的に行うことができない。

介護給付の適正化

【介護サービスの質の確保・向上】

実績値

平成24年度 平成25年度

7,036

平成24年度 平成25年度
見込値

　不正な給付の削減や適切なサービスを確保することによ
り、介護保険の信頼性を高め、介護給付費や介護保険料
の増大を抑制することにつながり、持続可能な介護保険制
度の構築を図っている。

 日常生活に支障がある高齢者の家事の一部を援助を支援することは、要介護状態への移
行を未然に防止する事につながり、介護予防の観点からも重要である。また、住み慣れた住
宅で生活を続けるための一助として有効である。

4,034,786

  閉じこもり予防として、あるいは介護予防として効果的な事業内容であり、今後の高齢化社
会における高齢者の居場所づくり・交流の場づくりとしても、更に事業内容に検討を加えつつ
継続する。

実績値
平成24年度

3 3 5
事業費（円） 156,832 121,956 384,000

見込値
平成26年度

在宅老人介護者支援事業

生きがいデイサービス事業

　介護保険の対象にはならない虚弱な高齢者を対象に、地
区別に毎週1回、健康チェックや入浴サービス、レクリエー
ションのほか、2週間に1回貯筋体操を実施している。

ねたきり老人等寝具貸与事業

　6ヶ月以上寝たきりで介護が必要な状態にある65歳以上
の高齢者または、65歳以上のひとり暮らしの高齢者を対象
に、年1回寝具を貸与し、2週間に1回カバーの交換を行う。

 高齢化が進む中、在宅介護における介護者の負担は益々増大しており、「介護者の会」の
事業効果は大きくなっている。

平成25年度

　対象となる高齢者の快適な生活を確保するため必要な事業である。
実績値 見込値

平成24年度

延利用者数
事業費（円） 3,320,726
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事業内容 事業評価と課題

事業内容 事業評価と課題

52

53

49

50

51

見込値
平成25年度

平成24年度
見込値

1,535,100 1,580,000

赤穂市介護支援
専門員連絡協議会との連携

 介護支援専門員の質の向上とともに、保健・福祉･医療等との連携強化により、公平・中立
なケアマネジメントの確保にも繋がる。市においては、制度や施策に関する情報提供を始
め、研修会などへの可能な支援を行うなど、介護支援専門員連絡協議会との連携を図って
いく必要がある。

ユニバーサル社会づくり推進事業

高齢者を見守る支えるネットワーク事業

【地域包括ケアの推進】

赤穂市老人福祉施設
協議会との連携

平成24年度 平成26年度

　高齢者や障がい者、子ども、外国人等すべての人にやさ
しく、安心して暮らせる「ユニバーサル社会」の実現のた
め、指定地区である加里屋地区において、地域住民がとも
に支え合えるまちづくりを目指すと共に、市全体へのユニ
バーサル社会づくりの啓蒙・啓発を推進する事業である。

 今後、老人福祉施設間や行政機関との連携及び交流を密にすることが重要である。また、
制度や施策に関する情報提供を始め、他の福祉サービスとの連携を強化することで、介護
サービスの更なる質の向上を図ることが出来る。

実績値

617,680

　高齢者が住み慣れた地域で、その人らしく安心して健や
かに暮らし続けることができるよう、行政や医療、福祉の専
門職だけではなく、地域住民が負担を抱えず自然に相互に
連携できる相互扶助組織の構築を推進していく事業であ
る。住民への啓発を目的とした在宅介護支援センター（市
内５ヵ所）への委託料と、社会福祉協議会のパートナー
サービス事業への補助金が柱となっている。

　平成22年8月、加里屋地区が県のユニバーサル社会づくり推進地区の指定を受け、地区内
のユニバーサルマップや５ヶ年の事業プランを作成している。現在、関西福祉大学と連携して
空き店舗を活用した「哲学カフェ＠赤穂」を定期的に開催しており、ユニバーサル社会づくり
の啓蒙・啓発に向けて、新たな展開を図っているところである。680,000

実績値

事業実績と見込み

平成25年度 平成26年度

事業費（円）

【介護サービスの質の確保・向上】

事業者自身による
サービスの質の向上

　「介護サービス情報の公表」制度の普及促進を図り、利用
者のサービス選択を支援するとともに、事業者の質の向上
を図っている。
　また、事業者自身による自主的な取組みとなりますが、
サービスの第三者評価は「介護サービス情報の公表」と同
様に、利用者がサービスを選択する際の判断材料の一つ
になることから、今後の制度の普及促進を図ることからも、
事業所への第三者評価の導入を促している。

  全体的な質の向上を図るため、事業者間で情報交換できる機会が必要である。
　　　　（以前は事業者連絡会があったが解消している。）

事業実績と見込み

　市内の老人福祉施設が相互に連携を保ち、老人福祉事
業の振興を図るために設置された赤穂市老人福祉施設協
議会は、入所者の待遇向上・施設間の交流・職員の資質向
上等を推進している。

事業費（円） 1,510,200

627,603

　地域包括支援センターを核としたネットワークの構築を目指し、生活圏域ごとに地域社会に
おける日常的な支え合い活動を行う体制（地域包括ケアシステム）の整備が課題である。

　介護支援専門員相互の連携を図るため平成２０年４月に
赤穂市介護支援専門員連絡協議会が設立された。研修会
や情報交換などを通じて、専門性の向上を図っている。
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